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平成31年度保険料率の決定について 

 平成31年度の都道府県単位保険料率については、本年1月31日の運営委員会の決定を受け、厚生労

働大臣へ認可申請を行い、本年2月12日付で認可されました。 

茨城支部 



機密性2 

平成31年度都道府県単位保険料率の変更についての支部長意見 

2 第96回全国健康保険協会運営委員会資料2-2 

茨城 



機密性2 

平成31年度都道府県単位保険料率の変更についての支部長意見【茨城】 

支部名 支部長意見 評議会意見 

茨城 ９．８４％（９．９０％） 
◆意見 

当支部の平成３１年度都道府県単位保険料率について、支部
評議会において意見を聴取した結果、茨城支部保険料率を９．８
４％（激変緩和措置８．６/１０）、変更時期を平成３１年度
４月納付分からとすること、について了承を得たこと、並びに審議にお
ける意見等を踏まえ、次のとおり当職の意見を申し述べます。 

  
協会けんぽの財政構造は、医療費の伸びが賃金の伸びを上回る

脆弱性が依然として解消されておりません。加えて、被保険者数の伸
びや賃金動向、医療費の増嵩等の予想が正確に見定められない状
況や、２０２５年以降の高齢者医療への拠出金が増大していく予
想を考慮すると、中長期的な視点で安定した財政運営に努めていく
べきであり、平均保険料率を１０％に据え置くことについて異議はご
ざいません。 

  
一方で、協会けんぽの保険料率は都道府県ごとの医療費により決

まっていること、インセンティブ制度や保険料率決定の仕組みをわかり
やすく広報し、加入者の行動変容に繋がる健康づくり・医療費適正
化への取組を強化することによる保険者機能発揮こそが国民皆保険
制度維持のために重要であると考えます。加入者・事業主が協会け
んぽに興味・関心を持てるよう協会けんぽ全体の広報機能を強化し、
まず知ってもらうことから取り組んでいくことを求めます。そのためにも準
備金活用等により、必要な取組には十分なコストをかけることも考えて
いただきたいと思います。 

  
◇意見 

茨城支部の平成３１年度保険料率が９．８４％となることについて、評
議会として異議なく承認された。なお、これまでの審議における意見については
以下のとおり。 

  
１．平成３１年度保険料率 

協会けんぽが健康づくりへの啓発をはじめとした医療費適正化を行っていくこと
を前提として中長期的に平均保険料率については１０％を維持すべきであ
る 
過去に国庫補助率を減額された経緯や短期間で保険料率の上げ下げを繰
り返すことは制度が不安定となること、２０２５年問題等を踏まえて中長期
で保険料率を考え、１０％を維持するという立場を支持する。ただし、国民
や協会けんぽが健康づくり等によりなるべく医療費を引き下げられるよう努力
をしてもらうことが前提である。 
激変緩和措置については計画的に解消を進めていくべきである。 
平成３１年４月納付分からの変更とすることについて異論はなかった。 

  
２．その他 

財政的な側面から医療費削減のみを議論すべきではなく、加入者の視点から
利便性、健康維持につながることについては必要なコストをかけるべきである。 
保険料率を決定する仕組みが加入者には理解しづらいため、積極的に情報
公開したうえで医療費削減への協力を求めることが必要ではないか。 
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機密性2 
平成31年度保険料率に関するこれまでの主な運営委員の意見 

平成31年度都道府県単位保険料率（全国の状況） 

 茨城支部の保険料率は9.84％（前年比▲0.06％）、全国最低は新潟の9.63％、最高は佐賀の

10.75％で保険料率の差は1.12％（全国平均10.00％） 
 平成30年度の保険料率と比較して最も保険料率が増加したのは佐賀支部の+0.14％、最も保険料率

が減少したのは富山支部・福井支部の▲0.10％ 

都道府県 平成31年度保険料率 平成30年度からの増減 都道府県 平成31年度保険料率 平成30年度からの増減 

北   海   道 10.31  +0.06 滋   賀 9.87  +0.03 

青   森 9.87  ▲ 0.09 京   都 10.03  +0.01 

岩   手 9.80  ▲ 0.04 大   阪 10.19  +0.02 

宮   城 10.10  +0.05 兵   庫 10.14  +0.04 

秋   田 10.14  +0.01 奈   良 10.07  +0.04 

山   形 10.03  ▲ 0.01 和   歌   山 10.15  +0.07 

福   島 9.74  ▲ 0.05 鳥   取 10.00  +0.04 

茨   城 9.84  ▲ 0.06 島   根 10.13  0.00 

栃   木 9.92  0.00 岡   山 10.22  +0.07 

群   馬 9.84  ▲ 0.07 広   島 10.00  0.00 

埼   玉 9.79  ▲ 0.06 山   口 10.21  +0.03 

千   葉 9.81  ▲ 0.08 徳   島 10.30  +0.02 

東   京 9.90  0.00 香   川 10.31  +0.08 

神   奈   川 9.91  ▲ 0.02 愛   媛 10.02  ▲ 0.08 

新   潟 9.63  0.00 高   知 10.21  +0.07 

富   山 9.71  ▲ 0.10 福   岡 10.24  +0.01 

石   川 9.99  ▲ 0.05 佐   賀 10.75  +0.14 

福   井 9.88  ▲ 0.10 長   崎 10.24  +0.04 

山   梨 9.90  ▲ 0.06 熊   本 10.18  +0.05 

長   野 9.69  ▲ 0.02 大   分 10.21  ▲ 0.05 

岐   阜 9.86  ▲ 0.05 宮   崎 10.02  +0.05 

静   岡 9.75  ▲ 0.02 鹿   児   島 10.16  +0.05 

愛   知 9.90  0.00 沖   縄 9.95  +0.02 

三   重 9.90  0.00 全国平均 10.00  0.00 

4 ※茨城支部の健康保険料率9.84％は全国で低いほうから9番目 



機密性2 
平成31年度保険料率にかかる広報スケジュール（茨城支部） 

平成31年 2月 3月 4月 

ホームページ 
メールマガジン 

    

経済団体 

社労士会 
各社労士 

事業主 
加入者 

任意継続加入者 

市町村 

県・年金事務所 
三師会・労働局等 

料
率
認
可
（
２
月
12

日
） 

ホームページに料率改定についての概要・料額表の掲載 

メールマガジンで料率改定についての記事配信 

広報紙等への広告掲載 

社労士会会報送付時に
リーフレット折り込み 

納入告知書に 
チラシ（料額
表）同封 

全事業所に 
リーフレット 
送付 

納入告知書に 
料率広報チラシ 
同封 

ポスターの配布・掲示 

お知らせ 
送付 

ポスターの配布・掲示（社労士会） 

ポスターの配布・掲示 

新聞広告 
掲載 

納付書に 
チラシ 
同封 

平成31年度保険料率改定にかかる広報スケジュール（茨城支部） 

市町村広報誌への
掲載依頼 

広報紙等への記事掲載 

2/22 

2/15 

2/22 

2/22 

2/19 
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機密性2 
平成31年度保険料率にかかる広報スケジュール（茨城支部） 

平成31年度保険料率改定にかかる広報（茨城支部） 

 平成31年度の都道府県単位保険料率について県内市町村へ広報記事掲載依頼 

• 44市町村の広報担当課へ依頼文書と回答アンケートを送付し、国民健康保険担当課に協力依頼文書
を送付した。 

• 具体的な広報記事例を示したうえで、掲載の可否、文字数制限等を確認し、それぞれの市町村の掲載
可能な文字数の記事を作成し提供 

• 県内44市町村内訳 
1. 掲載可能： 13市町村 
2. 掲載不可： 20市町村 （検討中：11市町村） 

 
今後市町村と連携し、協会けんぽ事業の広報誌への掲載依頼を行い、市町村の事情に配慮しながら、より
多くの市町村広報誌で記事掲載してもらえるよう働きかけいく。 機密性 2 

広報記事の例     ※電子媒体をご希望の場合は、お手数ですが担当までご連絡願います 

 

 

≪平成 31 年度保険料率について≫ 

協会けんぽの健康保険料率は、加入者の皆様の医療費等に基づき、都道府県ごとに設定されてい

ます。 

 平成 31 年度の協会けんぽ茨城支部の健康保険料率については、現状の 9.90%から 9.84％に引き下

げとなります。また、介護保険料率（全国一律）については、現状の 1.57％から 1.73%に引き上げ

となります。（平成 31年 3 月分（4 月納付分）より変更） 

また、平成 30 年度からは、新たに「インセンティブ制度」が導入され、支部（都道府県）ごとの

加入者及び事業主の健康に対する取り組みが、2 年後の保険料率に反映されることとなりました。 

みなさまが健診を受診したり、ジェネリック医薬品を使用したりすることが、茨城支部の保険料

率に反映されますので、まずは、4 月上旬に加入者のご家族（40～74 歳の被扶養者）を対象に特定健

診の受診券をご自宅に送付いたしますので、受診をお願い致します。 

★‐お問合せ先 ℡029-303-1580 協会けんぽ茨城支部 企画総務グループ‐★ 

全国健康保険協会（協会けんぽ）加入者の皆様へ 
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平成31年度保険料率にかかる広報スケジュール（茨城支部） 

平成31年度保険料率改定にかかる広報（茨城支部） 
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【リーフレット】 

【保険料額表】 
【ポスター】 

インセンティブ制
度について広報 
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平成31年度保険料率にかかる広報スケジュール（茨城支部） 

平成31年度保険料率改定にかかる広報（茨城支部） 
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【経済4団体広報誌の掲載記事】 



機密性2 
平成31年度保険料率にかかる広報スケジュール（茨城支部） 

平成31年度保険料率改定にかかる広報（茨城支部） 
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【新聞広告】 



機密性2 

（参考）都道府県単位保険料率の決定に関する関係条文 

保険料率の変更に関する法律上の手続 

◎健康保険法（大正11年法律第70号）（抄） 
 第160条 （略）  
 2 （略） 
 3 都道府県単位保険料率は、支部被保険者を単位として、次に掲げる額に照らし、毎事業年度において財政の均衡を保つこと 
  ができるものとなるよう、政令で定めるところにより算定するものとする。 
  一～三 （略） 
 4・5 （略） 
 6 協会が都道府県単位保険料率を変更しようとするときは、あらかじめ、理事長が当該変更に係る都道府県に所在する支部の 
  支部長の意見を聴いた上で、運営委員会の議を経なければならない。 
 7 支部長は、前項の意見を求められた場合のほか、都道府県単位保険料率の変更が必要と認める場合には、あらかじめ、当 
  該支部に設けられた評議会の意見を聴いた上で、理事長に対し、当該都道府県単位保険料率の変更についての意見の申出 
  を行うものとする。 
 8 協会が都道府県単位保険料率を変更しようとするときは、理事長は、その変更について厚生労働大臣の認可を受けなけれ 
  ばならない。 
 9 厚生労働大臣は、前項の認可をしたときは、遅滞なく、その旨を告示しなければならない。 
 10～13 （略） 
 14 特定保険料率は、各年度において保険者が納付すべき前期高齢者納付金等の額及び後期高齢者支援金等の額（協会が 
  管掌する健康保険及び日雇特例被保険者の保険においては、その額から第153条及び第154条の規定による国庫補助額を控 
  除した額）の合算額（前期高齢者交付金がある場合には、これを控除した額）を当該年度における当該保険者が管掌する被保 
  険者の総報酬額の総額の見込額で除して得た率を基準として、保険者が定める。 
 15 基本保険料率は、一般保険料率から特定保険料率を控除した率を基準として、保険者が定める。 
 16 介護保険料率は、各年度において保険者が納付すべき介護納付金（日雇特例被保険者に係るものを除く。)の額（協会が管 
  掌する健康保険においては、その額から第153条第2項の規定による国庫補助額を控除した額）を当該年度における当該保 
  険者が管掌する介護保険第2号被保険者である被保険者の総報酬額の総額の見込額で除して得た率を基準として、保険者 
  が定める。 
 17 協会は、第14項及び第15項の規定により基本保険料率及び特定保険料率を定め、又は前項の規定により介護保険料率を 
  定めたときは、遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に通知しなければならない。 
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機密性2 

激変緩和率による保険料率の調整 

◎健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則 （抄） 
 第31条 平成20年10月改正健保法第160条第3項の規定に基づき算定した都道府県単位保険料率のうち、第4条の規定の施行 
  の日の前日における旧政管健保の一般保険料率との率の差が政令で定める基準を上回るものがある場合においては、同項 
  の規定にかかわらず、協会は、成立の日から、被保険者及びその被扶養者の健康の保持増進並びに医療に要する費用の適 
  正化に係る協会の各支部の取組の状況を勘案して平成36年3月31日までの間において政令で定める日までの間に限り、政令 
  で定めるところにより、都道府県単位保険料率の調整を行い、運営委員会の議を経て、当該算定した都道府県単位保険料率 
  とは異なる都道府県単位保険料率を定めるものとする。 
  
◎健康保険法施行令の一部を改正する政令（平成21年政令第63号）附則 （抄） 
 第4条 平成18年健保法等改正法附則第31条の政令で定める日は、平成32年3月31日とする。 

定款変更に関する法律上の手続 

◎健康保険法（大正11年法律第70号）（抄） 
 第7条の6 協会は、定款をもって、次に掲げる事項を定めなければならない。 
  一～九 （略） 
  十 その他組織及び業務に関する重要事項として厚生労働省令で定める事項 
 2 前項の定款の変更（厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。）は、厚生労働大臣の認可を受けなければ、その効力を 
  生じない。 
 3 協会は、前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なく、これを厚生労働大臣に届け出なけれ 
  ばならない。 
 4 協会は、定款の変更について第2項の認可を受けたとき、又は同項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたと 
  きは、遅滞なく、これを公告しなければならない。 

 第7条の19 次に掲げる事項については、理事長は、あらかじめ、運営委員会の議を経なければならない。 
  一 定款の変更 
  二～六 （略） 
 2・3 （略） 

◎健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号） （抄） 
 第2条の2 健康保険法（大正11年法律第70号。以下「法」という。）第7条の6 第1項第10号の厚生労働省令で定める事項は、保 
  険料に関する事項、 ～（略）～ とする。   
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